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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

  

(注) １  当社及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、主として税抜方式によっております。 

２  当社は、平成24年８月１日に、普通株式、第一種優先株式及び第二種優先株式について、それぞれ、５株を

１株の割合で併合いたしました。平成24年度第３四半期連結累計期間並びに平成24年度の期首に当該株式併合

が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額並びに１

株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。 

３  第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４ 経理の状況」中、「１ 四半期

連結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。 

４ 自己資本比率は、((四半期)期末純資産の部合計－(四半期)期末新株予約権－(四半期)期末少数株主持分)を

(四半期)期末資産の部の合計で除して算出しております。 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 
平成24年度 

第３四半期連結
累計期間

平成25年度 
第３四半期連結

累計期間
平成24年度

 
 ４月１日 

至 平成24年 
 12月31日)

(自 平成24年
 ４月１日 

至 平成25年 
 12月31日)

(自 平成25年
 ４月１日 

至 平成25年 
 ３月31日)

(自 平成24年

経常収益 百万円 80,495 81,263 111,558 

経常利益 百万円 10,479 12,411 12,806 

四半期純利益 百万円 9,294 10,284 ―― 

当期純利益 百万円 ―― ―― 10,102 

四半期包括利益 百万円 10,611 4,052 ―― 

包括利益 百万円 ―― ―― 30,132 

純資産額 百万円 168,177 185,537 185,389 

総資産額 百万円 4,995,945 5,326,199 4,994,458 

１株当たり四半期純利益金額 円 39.46 43.47 ―― 

１株当たり当期純利益金額 円 ―― ―― 35.80 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期純利益金額 

円 39.44 43.45 ―― 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

円 ―― ―― 35.77 

自己資本比率 ％ 3.34 3.29 3.53 
 

 
平成24年度 

第３四半期連結
会計期間

平成25年度 
第３四半期連結

会計期間

 
 10月１日 

至 平成24年 
 12月31日)

(自 平成24年
 10月１日 

至 平成25年 
 12月31日)

(自 平成25年

１株当たり四半期純利益金額 円 22.91 19.56 
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当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容の変更並びに主要な関

係会社の異動は、以下のとおりであります。 

  

〔証券業務〕 

株式取得に伴い、金融商品取引業を営む池田泉州ＴＴ証券株式会社を連結子会社にし、事業の内容に

証券業務を追加しております。 

〔クレジットカード業務〕 

株式会社ジェーアイと株式会社泉州カードは、平成25年７月１日をもって存続会社を株式会社ジェー

アイとして合併し、社名を株式会社池田泉州ＪＣＢに変更しております。 

  

この結果、平成25年12月31日現在では、当社及び当社の関係会社は、当社、子会社32社（うち連結子

会社31社）及び関連会社３社（うち持分法適用関連会社３社）により構成されることとなりました。 

  

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当

社及び連結子会社)が判断したものであります。 

(1) 業績の状況 

 経営成績の分析 

①  連結粗利益 

当第３四半期連結累計期間の連結粗利益については、役務取引等利益が前第３四半期連結累計期間

比19億15百万円増加しましたが、資金利益及びその他業務利益がそれぞれ前第３四半期連結累計期間

比20億34百万円及び103億33百万円減少したことから、前第３四半期連結累計期間比104億53百万円減

少して、499億58百万円となりました。  

イ  資金利益 

当第３四半期連結累計期間の資金利益については、預金利息及び借用金利息などの資金調達費用

が前第３四半期連結累計期間比４億73百万円減少しましたが、貸出金利息などの資金運用収益が前

第３四半期連結累計期間比25億７百万円減少したことから、前第３四半期連結累計期間比20億34百

万円減少して、400億47百万円となりました。 

ロ  役務取引等利益 

当第３四半期連結累計期間の役務取引等利益については、役務取引等費用が２億16百万円増加し

ましたが、投資信託・保険販売業務を中心に役務取引等収益が前第３四半期連結累計期間比21億30

百万円増加したことから、前第３四半期連結累計期間比19億15百万円増加して、108億56百万円と

なりました。 

ハ  その他業務利益 

当第３四半期連結累計期間のその他業務利益については、国債等債券関係損益が前第３四半期連

結累計期間比93億７百万円減少したことを主因として、前第３四半期連結累計期間比103億33百万

円減少して、９億45百万円の損失となりました。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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②  経常利益 

連結粗利益が前第３四半期連結累計期間比104億53百万円減少して、499億58百万円となりました

が、営業経費も前第３四半期連結累計期間比８億12百万円減少して、399億98百万円となり、不良債

権処理額も前第３四半期連結累計期間比61億57百万円減少して、31億71百万円となりました。また、

株式等関係損益は前第３四半期連結累計期間比48億99百万円改善して、38億26百万円の利益となった

ことなどから、当第３四半期連結累計期間の経常利益については、前第３四半期連結累計期間比19億

32百万円増加して、124億11百万円となりました。 

  

③  四半期純利益 

経常利益が前第３四半期連結累計期間比19億32百万円増加して、124億11百万円となりましたが、

負ののれん発生益の減少並びに持分変動損失の発生を主因として、特別損益が前第３四半期連結累計

期間比５億90百万円減少して、１億68百万円の損失となったことなどから、当第３四半期連結累計期

間の四半期純利益については、前第３四半期連結累計期間比９億90百万円増加して、102億84百万円

となりました。 

  

主要損益の状況 

  

 連結粗利益＝（資金運用収益－資金調達費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用） 
           ＋（その他業務収益－その他業務費用） 

  

 
前第３四半期連結累計
期間（Ａ）(百万円) 

当第３四半期連結累計
期間（Ｂ）(百万円) 

増減（Ｂ）－（Ａ）
（百万円） 

連結粗利益 60,411 49,958 △10,453 

 資金利益 42,081 40,047 △2,034 

 役務取引等利益 8,941 10,856 1,915 

 その他業務利益 9,388 △945 △10,333 

営業経費（△） 40,810 39,998 △812 

不良債権処理額（△） 9,328 3,171 △6,157 

株式等関係損益 △1,073 3,826 4,899 

持分法による投資損益 7 23 16 

その他 1,274 1,771 497 

経常利益 10,479 12,411 1,932 

特別損益 422 △168 △590 

税金等調整前四半期純利益 10,901 12,243 1,342 

法人税等合計（△） 1,319 1,517 198 

 法人税、住民税及び事業税（△） 1,083 709 △374 

 法人税等調整額（△） 235 807 572 

少数株主損益調整前四半期純利益 9,582 10,725 1,143 

少数株主利益（△） 287 441 154 

四半期純利益 9,294 10,284 990 
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セグメントの業績につきましては、当社グループの報告セグメントが銀行業のみであり、当社グルー

プの業績における「その他」の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

 財政状態の分析 

①  預金残高 

当第３四半期連結会計期間の預金残高は、銀行業務において、個人預金・法人預金とも増加したこ

とを主因として、前連結会計年度比949億円増加し、４兆5,856億円となりました。  

  

  

② 貸出金残高 

当第３四半期連結会計期間の貸出金残高は、銀行業務において、事業性貸出金が増加したことを主

因として、前連結会計年度比162億円増加し、３兆5,944億円となりました。  

  

  

③ 有価証券残高 

当第３四半期連結会計期間の有価証券残高は、銀行業務において、外国証券が増加したことを主因

として、前連結会計年度比2,582億円増加し、１兆4,274億円となりました。  

  

  

  
前連結会計年度（Ａ）

（百万円）
当第３四半期連結会計
期間（Ｂ）（百万円）

増減（Ｂ）－（Ａ）
（百万円）

預金 4,490,736 4,585,678 94,942 

 うち個人預金 3,619,531 3,712,820 93,289 
 

  
前連結会計年度（Ａ）

（百万円）
当第３四半期連結会計
期間（Ｂ）（百万円）

増減（Ｂ）－（Ａ）
（百万円）

貸出金 3,578,225 3,594,446 16,221 

 うち住宅ローン 1,721,077 1,693,632 △27,445 
 

  
前連結会計年度（Ａ）

（百万円）
当第３四半期連結会計
期間（Ｂ）（百万円）

増減（Ｂ）－（Ａ）
（百万円）

有価証券 1,169,201 1,427,418 258,217 
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① 国内・国際業務部門別収支 

当第３四半期連結累計期間の資金運用収支は、国際業務部門では前第３四半期連結累計期間比

12.7％増加しましたが、国内業務部門では前第３四半期連結累計期間比6.1％減少した結果、合計で

は前第３四半期連結累計期間比4.8％、20億26百万円減少しました。 

当第３四半期連結累計期間の役務取引等収支は、国際業務部門では前第３四半期連結累計期間比

78.8％減少しましたが、国内業務部門では前第３四半期連結累計期間比22.0％増加した結果、合計で

は前第３四半期連結累計期間比21.4％、19億15百万円増加しました。 

当第３四半期連結累計期間のその他業務収支は、国内業務部門では前第３四半期連結累計期間比

107.9％減少し、国際業務部門でも110.8％減少した結果、合計では前第３四半期連結累計期間比

110.1％、103億33百万円減少しました。 

  

(注) １  国内業務部門は、当社及び連結子会社の円建取引であります。 

２  国際業務部門は、連結子会社の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘

定分等は国際業務部門に含めております。 

３  資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用(前第３四半期連結累計期間27百万円、当第３四半期連結累計期

間35百万円)を控除して表示しております。 

４  資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利

息であります。 

５ その他業務収益及びその他業務費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間で相殺され

る金融派生商品損益であります。 

  

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支 
前第３四半期連結累計期間 39,321 2,787 42,108 

当第３四半期連結累計期間 36,942 3,140 40,082 

 うち資金運用収益 
前第３四半期連結累計期間 46,013 3,372 

81 
49,305 

当第３四半期連結累計期間 42,986 3,929 
117 

46,798 

 うち資金調達費用 
前第３四半期連結累計期間 6,691 585 

81 
7,196 

当第３四半期連結累計期間 6,043 789 
117 

6,715 

役務取引等収支 
前第３四半期連結累計期間 8,888 52 8,941 

当第３四半期連結累計期間 10,844 11 10,856 

 うち役務取引等 
 収益 

前第３四半期連結累計期間 12,705 161 12,867 

当第３四半期連結累計期間 14,856 141 14,997 

 うち役務取引等 
 費用 

前第３四半期連結累計期間 3,817 108 3,925 

当第３四半期連結累計期間 4,011 129 4,141 

その他業務収支 
前第３四半期連結累計期間 2,409 6,979 9,388 

当第３四半期連結累計期間 △190 △754 △945 

 うちその他業務 
 収益 

前第３四半期連結累計期間 3,151 7,414 
227 

10,338 

当第３四半期連結累計期間 4,709 1,240 
― 

5,950 

 うちその他業務 
 費用 

前第３四半期連結累計期間 742 435 
227 
950 

当第３四半期連結累計期間 4,900 1,995 
― 

6,895 
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② 国内・国際業務部門別役務取引の状況 

当第３四半期連結累計期間の国内業務部門の役務取引等収益は、投資信託・保険販売業務を中心に

前第３四半期連結累計期間比16.9％増加し、148億56百万円となり、役務取引等費用は、前第３四半

期連結累計期間比5.1％増加して、40億11百万円となりました。また、国際業務部門の役務取引等収

益は１億41百万円となり、役務取引等費用は１億29百万円となりました。この結果、全体の役務取引

等収益は、前第３四半期連結累計期間比16.6％増加して、149億97百万円となり、役務取引等費用

は、前第３四半期連結累計期間比5.5％増加して、41億41百万円となりました。  

  

(注) １  国内業務部門は、当社及び連結子会社の円建取引であります。 

２ 国際業務部門は、連結子会社の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘

定分等は国際業務部門に含めております。 

  

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益 
前第３四半期連結累計期間 12,705 161 12,867 

当第３四半期連結累計期間 14,856 141 14,997 

 うち預金・貸出 
 業務 

前第３四半期連結累計期間 1,882 ― 1,882 

当第３四半期連結累計期間 2,132 ― 2,132 

 うち為替業務 
前第３四半期連結累計期間 1,674 160 1,834 

当第３四半期連結累計期間 1,653 139 1,792 

 うち証券関連業務 
前第３四半期連結累計期間 133 ― 133 

当第３四半期連結累計期間 361 ― 361 

 うち代理業務 
前第３四半期連結累計期間 276 ― 276 

当第３四半期連結累計期間 268 ― 268 

うち保護預り・ 
貸金庫業務 

前第３四半期連結累計期間 428 ― 428 

当第３四半期連結累計期間 428 ― 428 

 うち保証業務 
前第３四半期連結累計期間 1,439 0 1,440 

当第３四半期連結累計期間 1,412 1 1,413 

 うち投資信託・ 
 保険販売業務 

前第３四半期連結累計期間 5,002 ― 5,002 

当第３四半期連結累計期間 6,683 ― 6,683 

役務取引等費用 
前第３四半期連結累計期間 3,817 108 3,925 

当第３四半期連結累計期間 4,011 129 4,141 

 うち為替業務 
前第３四半期連結累計期間 333 108 441 

当第３四半期連結累計期間 333 129 463 
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③ 国内・国際業務部門別預金残高の状況 

○ 預金の種類別残高(末残) 
  

(注) １  国内業務部門は、当社及び連結子会社の円建取引であります。 

２  国際業務部門は、連結子会社の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘

定分等は国際業務部門に含めております。 

３  流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 

４  定期性預金＝定期預金＋定期積金 

  

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計 
前第３四半期連結会計期間 4,445,072 31,459 4,476,531 

当第３四半期連結会計期間 4,533,571 52,107 4,585,678 

 うち流動性預金 
前第３四半期連結会計期間 1,865,857 ― 1,865,857 

当第３四半期連結会計期間 2,003,137 ― 2,003,137 

 うち定期性預金 
前第３四半期連結会計期間 2,554,451 ― 2,554,451 

当第３四半期連結会計期間 2,502,029 ― 2,502,029 

 うちその他 
前第３四半期連結会計期間 24,762 31,459 56,222 

当第３四半期連結会計期間 28,405 52,107 80,512 

譲渡性預金 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― 

当第３四半期連結会計期間 ― ― ― 

総合計 
前第３四半期連結会計期間 4,445,072 31,459 4,476,531 

当第３四半期連結会計期間 4,533,571 52,107 4,585,678 
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④ 貸出金残高の状況 

○ 業種別貸出状況(末残・構成比) 
  

(注)  「国内」とは、当社及び連結子会社であります。 

   
  

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

  

(3) 研究開発活動 

該当事項はありません。 

  

(4) 従業員数 

  連結会社の状況 

当第３四半期連結累計期間において、金融商品取引業を営む会社の株式を取得し、子会社化したこと

から、証券業務において68名増加しております。 

  

業種別
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内(除く特別国際金融取引勘定分) 3,553,437 100.00 3,594,446 100.00 

 製造業 321,963 9.06 341,975 9.51 

 農業，林業 1,588 0.04 1,320 0.04 

 漁業 46 0.00 44 0.00 

 鉱業，採石業，砂利採取業 203 0.01 232 0.01 

 建設業 86,403 2.43 86,191 2.40 

 電気・ガス・熱供給・水道業 9,136 0.26 11,330 0.32 

 情報通信業 12,158 0.34 15,107 0.42 

 運輸業，郵便業 77,872 2.19 78,827 2.19 

 卸売業，小売業 205,449 5.78 232,974 6.48 

 金融業，保険業 133,684 3.76 147,416 4.10 

 不動産業，物品賃貸業 473,296 13.32 482,545 13.42 

  学術研究，専門・技術サービス業 10,087 0.28 8,958 0.25 

  宿泊業，飲食業 22,387 0.63 21,952 0.61 

  生活関連サービス業，娯楽業 23,114 0.65 23,592 0.66 

  教育，学習支援業 6,971 0.20 7,469 0.21 

  医療・福祉 32,273 0.91 34,234 0.95 

  その他のサービス 62,820 1.77 61,073 1.70 

 地方公共団体 234,059 6.59 233,956 6.51 

 その他 1,839,913 51.78 1,805,244 50.22 

特別国際金融取引勘定分 ― ― ― ― 

 政府等 ― ― ― ― 

 金融機関 ― ― ― ― 

 その他 ― ― ― ― 

合計 3,553,437 ―― 3,594,446 ――
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

(注) 計の欄には、定款に規定されている発行可能株式総数を記載しております。 

  
② 【発行済株式】 

  

（注）１ 完全議決権株式であり、剰余金の配当に関する請求権その他の権利内容に何ら限定のない、当社における
標準となる株式です。 
普通株式は振替株式であり、単元株式数は100株です。 

２ 資金調達を柔軟かつ機動的に行うための選択肢の多様化を図り、適切な資本政策を実行することを可能と
するため、会社法第108条第１項第３号に定める内容について普通株式と異なる定めをした第一種優先株式及
び第二種優先株式についての定めを定款に定めており、その内容は次のとおりであります。 

(1) 優先配当金 
① 毎年３月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された優先株式を有する株主(以下「優先株主」とい
う。)又は優先株式の登録株式質権者(以下「優先登録株式質権者」という。)に対し、普通株式を有する株
主(以下「普通株主」という。)又は普通株式の登録株式質権者(以下「普通登録株式質権者」という。)に
先立ち、それぞれ次に定める額の金銭による剰余金(以下「優先配当金」という。)の配当を行う。 
第一種優先株式 １株につき 980円を18.5で除した金額 
第二種優先株式 １株につき 1,020円を18.5で除した金額 

② 非累積条項 
ある事業年度において優先株主又は優先登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額が優先配当金

の額に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積しない。 
③ 非参加条項 

優先株主又は優先登録株式質権者に対しては、優先配当金を超えて配当は行わない。但し、当社が行う
吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロ若しくは同法第760条第７号ロに規定される剰余金の
配当又は当社が行う新設分割手続の中で行われる同法第763条第12号ロ若しくは同法第765条第１項第８号
ロに規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。 

(2) 残余財産の分配 
① 残余財産を分配するときは、優先株主又は優先登録株式質権者に対し、普通株主及び普通登録株式質権
者に先立ち、それぞれ次に定める額を金銭により支払う。 
第一種優先株式 １株につき 25,000円を18.5で除した金額 
第二種優先株式 １株につき 20,000円を18.5で除した金額 

② 優先株主又は優先登録株式質権者に対しては、前項のほか残余財産の分配は行わない。 

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 850,050,000 

第一種優先株式 22,200,000 

第二種優先株式 27,750,000 

第三種優先株式 30,000,000 

第四種優先株式 30,000,000 

第五種優先株式 30,000,000 

計 900,000,000 
 

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成25年12月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成26年２月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容

普通株式 238,458,632 同左
東京証券取引所 
市場第一部 

(注)１

第一種優先株式 7,400,000 同左 ― (注)２

第二種優先株式 23,125,000 同左 ― (注)２

計 268,983,632 同左 ―― ――
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(3) 議決権 

優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない(但し、第一種優先
株式を有する優先株主は、当社の成立の日から第一種優先株式の優先配当金を受ける旨の決議がある時まで
議決権を有する。)。但し、優先株主は、優先配当金を受ける旨の議案が定時株主総会に提出されないときは
その株主総会より、その議案が定時株主総会において否決されたときはその株主総会の終結の時より優先配
当金を受ける旨の決議がある時までは議決権を有する。 

(4) 株式の併合又は分割、募集株式の割当てを受ける権利等 
① 法令に定める場合を除き、優先株式について株式の併合又は株式の分割を行わない。 
② 優先株式に対し、募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えな
い。 

③ 優先株主に対し、株式無償割当て又は新株予約権の無償割当ては行わない。 
(5) 取得条項 

① 平成25年４月１日以降の日で、第一種優先株式の発行後に取締役会の決議で定める日(以下「第一種優先
株式取得日」という。)をもって、第一種優先株式１株につき25,000円を18.5で除した金額に、第一種優先
株式の優先配当金の額を第一種優先株式取得日の属する事業年度の初日(同日含む。)から第一種優先株式
取得日の前日(同日含む。)までの日数で日割り計算した額(円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３
位を四捨五入する。)を加算した額の金銭の交付と引換えに、第一種優先株式の全部又は一部を取得するこ
とができる。 

② 平成26年４月１日以降の日で、第二種優先株式の発行後に取締役会の決議で定める日(以下「第二種優先
株式取得日」という。)をもって、第二種優先株式１株につき20,000円を18.5で除した金額に、第二種優先
株式の優先配当金の額を第二種優先株式取得日の属する事業年度の初日(同日含む。)から第二種優先株式
取得日の前日(同日含む。)までの日数で日割り計算した額(円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３
位を四捨五入する。)を加算した額の金銭の交付と引換えに、第二種優先株式の全部又は一部を取得するこ
とができる。 

③ 一部取得をするときは、按分比例の方法又は抽選により行う。 
(6) 優先順位 

各種の優先株式の優先配当金及び残余財産の支払順位は、同順位とする。 
(7) 単元株式数 100株 
(8) 会社法第322条第２項に規定する定款の定め 

該当事項はありません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高 
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

平成25年10月１日～ 
平成25年12月31日 

― 268,983,632 ― 72,311 ― 34,811 
 

― 12 ―



  
(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(注) １ 「第３ 提出会社の状況 １ 株式等の状況 （1）株式の総数等 ② 発行済株式」の（注）２を参照し

てください。 

２ 「第３ 提出会社の状況 １ 株式等の状況 （1）株式の総数等 ② 発行済株式」の（注）１を参照し

てください。 

３ 上記の「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が8,300株含まれてお

ります。 

また、「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が83個含まれております。 

４ 四半期連結財務諸表においては、当社と信託口が一体であるとする会計処理に基づき、当四半期連結会計期

間末に池田泉州銀行従業員持株会専用信託が所有する当社株式1,346,200株を含めて自己株式として計上して

おります。 

なお、当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」に含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

(注) 四半期連結財務諸表においては、当社と信託口が一体であるとする会計処理に基づき、当四半期連結会計期間

末に池田泉州銀行従業員持株会専用信託が所有する当社株式1,346,200株を含めて自己株式として計上しておりま

す。 

   なお、当該株式は上記「自己株式等」には含まれておりません。 

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

  

      平成25年12月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 

第一種優先株式 
7,400,000 

第二種優先株式 
23,125,000 

 
――

 
――

(注)１

議決権制限株式(自己株式等) ― ―― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 
普通株式 

92,200 
―― (注)２ 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

237,861,800 
2,378,618 (注)２ 

単元未満株式 
普通株式 

504,632 
―― １単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数 268,983,632 ―― ――

総株主の議決権 ―― 2,378,618 ――
 

    平成25年12月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

株式会社池田泉州 
ホールディングス 

大阪市北区茶屋町18番14号 92,200 ― 92,200 0.03 

計 ―― 92,200 ― 92,200 0.03 
 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

  

２  当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(自  平成25

年10月１日  至  平成25年12月31日)及び第３四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成

25年12月31日)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受

けております。 

  

１  当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

(平成19年内閣府令第64号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の

分類は、「銀行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

資産の部   

現金預け金 100,867 145,129

コールローン及び買入手形 5,603 764

買入金銭債権 956 1,053

商品有価証券 108 99

金銭の信託 19,000 27,374

有価証券 1,169,201 1,427,418

貸出金 ※1  3,578,225 ※1  3,594,446

外国為替 4,376 6,029

その他資産 73,975 78,727

有形固定資産 38,105 37,857

無形固定資産 7,617 7,912

繰延税金資産 29,478 26,445

支払承諾見返 21,758 20,340

貸倒引当金 △54,814 △47,398

資産の部合計 4,994,458 5,326,199

負債の部   

預金 4,490,736 4,585,678

債券貸借取引受入担保金 124,915 286,523

借用金 71,909 111,279

外国為替 208 198

社債 50,000 70,000

その他負債 42,239 60,295

賞与引当金 1,708 874

退職給付引当金 4,511 4,328

役員退職慰労引当金 136 62

睡眠預金払戻損失引当金 315 366

ポイント引当金 163 188

偶発損失引当金 393 397

特別法上の引当金 － 0

繰延税金負債 68 123

負ののれん 5 3

支払承諾 21,758 20,340

負債の部合計 4,809,069 5,140,661

純資産の部   

資本金 72,311 72,311

資本剰余金 62,235 62,157

利益剰余金 35,431 40,638

自己株式 △1,350 △825

株主資本合計 168,627 174,281

その他有価証券評価差額金 7,808 1,115

繰延ヘッジ損益 0 8

その他の包括利益累計額合計 7,809 1,124

新株予約権 63 61

少数株主持分 8,888 10,070

純資産の部合計 185,389 185,537

負債及び純資産の部合計 4,994,458 5,326,199
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

経常収益 80,495 81,263

資金運用収益 49,305 46,798

（うち貸出金利息） 41,431 38,657

（うち有価証券利息配当金） 7,728 7,892

役務取引等収益 12,867 14,997

その他業務収益 10,338 5,950

その他経常収益 ※1  7,984 ※1  13,517

経常費用 70,015 68,852

資金調達費用 7,223 6,750

（うち預金利息） 5,217 4,874

役務取引等費用 3,925 4,141

その他業務費用 950 6,895

営業経費 40,810 39,998

その他経常費用 ※2  17,105 ※2  11,066

経常利益 10,479 12,411

特別利益 491 3

固定資産処分益 － 0

負ののれん発生益 491 3

特別損失 69 171

持分変動損失 － 112

固定資産処分損 49 36

減損損失 19 22

税金等調整前四半期純利益 10,901 12,243

法人税、住民税及び事業税 1,083 709

法人税等調整額 235 807

法人税等合計 1,319 1,517

少数株主損益調整前四半期純利益 9,582 10,725

少数株主利益 287 441

四半期純利益 9,294 10,284
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 9,582 10,725

その他の包括利益 1,029 △6,673

その他有価証券評価差額金 1,043 △6,680

繰延ヘッジ損益 △14 7

四半期包括利益 10,611 4,052

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 10,308 3,599

少数株主に係る四半期包括利益 302 452
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【注記事項】 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更) 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日） 

(四半期連結貸借対照表関係) 

※１  貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

  
(四半期連結損益計算書関係) 

※１  その他経常収益には、次のものを含んでおります。 

  

※２  その他経常費用には、次のものを含んでおります。 

  

 連結の範囲の重要な変更 

 池田泉州ＴＴ証券株式会社は、株式の取得により中間連結会計期間から連結の範囲に含めてお

ります。 

 池田泉州キャピタルニュービジネスファンド４号投資事業有限責任組合は、新規設立により当

第３四半期連結会計期間から連結の範囲に含めております。 

 前連結会計年度において連結子会社であった株式会社ジェーアイ（現商号 株式会社池田泉州

ＪＣＢ）と株式会社泉州カードは、平成25年７月１日に株式会社ジェーアイを存続会社として合

併いたしました。 

  
 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間 

(平成25年12月31日)

破綻先債権額 5,355百万円 4,411百万円 

延滞債権額 68,436百万円 70,499百万円 

３カ月以上延滞債権額 14百万円 ―百万円 

貸出条件緩和債権額 14,349百万円 6,826百万円 

合計額 88,156百万円 81,738百万円 
 

  (自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間 
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日) 

償却債権取立益 1,084百万円 1,088百万円 

株式関連派生商品収益 572百万円 1,508百万円 

株式等売却益 92百万円 4,267百万円 
 

  (自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間 
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日) 

貸倒引当金繰入額 6,028百万円 602百万円 

貸出金償却 3,948百万円 3,485百万円 

株式等売却損 818百万円 413百万円 

株式等償却 347百万円 28百万円 

統合関連費用 244百万円 ―百万円 
 

― 18 ―



  
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)、の

れんの償却額及び負ののれんの償却額は、次のとおりであります。 

  

(株主資本等関係) 

前第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

１ 配当金支払額 

  

  

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日) 

１ 配当金支払額 

  

  

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

  当社グループは、報告セグメントが銀行業のみであり、当社グループの業績における「その他」の重

要性が乏しいため、記載を省略しております。なお、「その他」にはリース業務等が含まれておりま

す。 

  

  (自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間 
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日) 

減価償却費 3,194百万円 3,448百万円 

のれんの償却額 51百万円 86百万円 

負ののれんの償却額 △1百万円 △1百万円 
 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 3,574 3 平成24年３月31日 平成24年６月29日
その他利益
剰余金 

第一種優先株式 784 
196を18.5 
で除した額 

平成24年３月31日 平成24年６月29日
その他利益
剰余金 

第二種優先株式 1,275 
204を18.5 
で除した額 

平成24年３月31日 平成24年６月29日
その他利益
剰余金 

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 3,574 15 平成25年３月31日 平成25年６月27日
その他利益
剰余金 

第一種優先株式 392 
980を18.5 
で除した額 

平成25年３月31日 平成25年６月27日
その他利益
剰余金 

第二種優先株式 1,275 
1,020 を 18.5
で除した額 

平成25年３月31日 平成25年６月27日
その他利益
剰余金 
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(金融商品関係) 

 企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認め

られるものは、次のとおりであります。 

  
  前連結会計年度（平成25年３月31日） 

  

  

  
  当第３四半期連結会計期間（平成25年12月31日） 

  

(注)１ 金銭の信託の時価の算定方法 

有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券につい

ては、株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。 

  ２ 有価証券の時価の算定方法 

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。投資信

託は、公表されている基準価格によっております。 

自行保証付私募債は、貸出金と同様の方法により算定しております。 

なお、満期保有目的の債券で時価のあるもの及びその他有価証券で時価のあるものに関する注記事項につい

ては、「(有価証券関係)」に記載しております。 

  ３ 貸出金の時価の算定方法 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大き

く異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。固定

金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出

を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、約定期間が短期間（１年以内）

のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フローの現在

価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は四半期連結決算

日（連結決算日）における四半期連結貸借対照表（連結貸借対照表）上の債権等計上額から貸倒引当金計上額

を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。 

科目
連結貸借対照表 
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

金銭の信託 19,000 19,000 － 

有価証券 1,162,066 1,162,569 503 

貸出金 3,578,225     

 貸倒引当金 △51,929     

  3,526,295 3,546,899 20,603 

預金 4,490,736 4,491,736 1,000 

債券貸借取引受入担保金 124,915 124,915 － 

借用金 71,909 72,631 721 

社債 50,000 51,167 1,167 
 

科目
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

金銭の信託 27,374 27,374 ― 

有価証券 1,420,083 1,420,687 603 

貸出金 3,594,446     

 貸倒引当金 △45,323     

  3,549,122 3,567,106 17,983 

預金 4,585,678 4,586,227 549 

債券貸借取引受入担保金 286,523 286,523 ― 

借用金 111,279 111,874 595 

社債 70,000 71,284 1,284 
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貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものについ

ては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額

を時価としております。 

  ４ 預金の時価の算定方法 

要求払預金については、四半期連結決算日（連結決算日）に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価と

みなしております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り

引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いており

ます。なお、預入期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額を時価としております。 

  ５ 債券貸借取引受入担保金の時価の算定方法 

約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価とし

ております。 

  ６ 借用金の時価の算定方法 

借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社及び連結子会社の信用状態

は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を

時価としております。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額(金利ス

ワップの特例処理の対象とされた借用金については、その金利スワップのレートによる元利金の合計額)を同様

の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。なお、約定期間が短期間（１年以

内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

  ７ 社債の時価の算定方法 

連結子会社の発行する社債の時価は、市場価格によっております。 
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(有価証券関係) 

※１  企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が

認められるものは、次のとおりであります。 

※２  四半期連結貸借対照表の「有価証券」について記載しております。 

  
１ 満期保有目的の債券 

  前連結会計年度（平成25年３月31日） 

  

  

  当第３四半期連結会計期間（平成25年12月31日） 

  

  

２ その他有価証券 

  前連結会計年度（平成25年３月31日） 

  

  

 
連結貸借対照表計上額 

(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

国債 ― ― ― 

地方債 ― ― ― 

短期社債 ― ― ― 

社債 32,079 32,451 372 

その他 16,000 16,131 131 

合計 48,079 48,582 503 
 

 
四半期連結貸借対照表 

計上額(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

国債 24,997 24,983 △14 

地方債 ― ― ― 

短期社債 ― ― ― 

社債 38,292 38,527 234 

その他 18,000 18,382 382 

合計 81,289 81,893 603 
 

  取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
差額(百万円)

株式 57,533 70,185 12,652 

債券 652,166 654,633 2,467 

 国債 401,014 401,161 147 

 地方債 56,047 56,333 285 

 短期社債 ― ― ― 

 社債 195,104 197,138 2,034 

その他 394,597 389,166 △ 5,430 

合計 1,104,297 1,113,986 9,689 
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  当第３四半期連結会計期間（平成25年12月31日） 

  

(注)  その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回

復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表計上額（連結貸借

対照表計上額）とするとともに、評価差額を当第３四半期連結累計期間（連結会計年度）の損失として処理(以下

「減損処理」という。)しております。 

前連結会計年度における減損処理額は、212百万円（すべて株式）であります。 

当第３四半期連結累計期間における減損処理額は、3,485百万円（すべて投資信託）であります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、取得原価に比べて時価が50％以上下落した場合、

または、時価が30％以上50％未満下落した場合においては、過去の一定期間における時価の推移並びに当該発行

会社の信用リスク等を勘案した基準により行っております。 

  

  取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表 

計上額(百万円) 
差額(百万円)

株式 51,437 74,513 23,076 

債券 648,204 649,242 1,037 

 国債 335,100 334,932 △168 

 地方債 54,901 55,061 160 

 短期社債 ― ― ― 

 社債 258,202 259,248 1,046 

その他 633,867 615,037 △18,830 

合計 1,333,509 1,338,793 5,284 
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(デリバティブ取引関係) 

 企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認め

られるものは、次のとおりであります。 

  

 (1) 通貨関連取引 

  前連結会計年度（平成25年３月31日） 

  

(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第25号)等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等については、上記記載から

除いております。 

  
  当第３四半期連結会計期間（平成25年12月31日） 

  

(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。 

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第25号)等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等については、上記記載から

除いております。 

  

 

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品 
取引所 

通貨先物 ― ― ― 

通貨オプション ― ― ― 

店頭 

通貨スワップ 46,607 75 75 

為替予約 43,732 △690 △690 

通貨オプション 13,876 ― 85 

その他 ― ― ― 

合計 ―― △615 △530 
 

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品 
取引所 

通貨先物 ― ― ― 

通貨オプション ― ― ― 

店頭 

通貨スワップ 34,836 68 68 

為替予約 47,440 △3,413 △3,413 

通貨オプション 16,703 ― 105 

その他 ― ― ― 

合計 ―― △3,345 △3,240 
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 (2) 株式関連取引 

  前連結会計年度（平成25年３月31日） 

   該当ありません。 

  

  当第３四半期連結会計期間（平成25年12月31日） 

  

(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。 

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

  

 (3) 債券関連取引 

  前連結会計年度（平成25年３月31日） 

   該当ありません。 

  
  当第３四半期連結会計期間（平成25年12月31日） 

  

(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。 

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

  

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品 
取引所 

株式指数先物 9,979 180 180 

株式指数オプション ― ― ― 

店頭 

有価証券店頭オプション ― ― ― 

有価証券店頭指数等スワップ ― ― ― 

その他 ― ― ― 

合計 ―― 180 180 
 

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品 
取引所 

債券先物 83,753 101 101 

債券先物オプション ― ― ― 

店頭 
債券店頭オプション ― ― ― 

その他 ― ― ― 

合計 ―― 101 101 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  

(注) 当社は、平成24年８月１日に、普通株式、第一種優先株式及び第二種優先株式について、それぞれ、５株を１

株の割合で併合いたしました。前第３四半期連結累計期間の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当た

り四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額を算定しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当ありません。 

  

該当事項はありません。 

  

    (自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日 
至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

(1) １株当たり四半期純利益金額 円 39.46 43.47 

 (算定上の基礎)       

 四半期純利益 百万円 9,294 10,284 

 普通株主に帰属しない金額 百万円 － － 

 普通株式に係る四半期純利益 百万円 9,294 10,284 

 普通株式の期中平均株式数 千株 235,489 236,541 

(2) 潜在株式調整後 
  １株当たり四半期純利益金額 

円 39.44 43.45 

 (算定上の基礎)       

 四半期純利益調整額 百万円 － － 

  普通株式増加数 千株 130 133 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ
た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変
動があったものの概要 

  － － 

 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成26年２月６日

株式会社池田泉州ホールディングス 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社池田泉州ホールディングスの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半

期連結会計期間（平成25年10月１日から平成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４

月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。 

  
監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社池田泉州ホールディングス及び連

結子会社の平成25年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士  荒    井    憲 一 郎  印 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士  田  中  宏  和  印 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士  伊 加 井  真  弓  印 
 

  

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成26年２月７日 

【会社名】 株式会社池田泉州ホールディングス 

【英訳名】 Senshu Ikeda Holdings, Inc. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  藤 田 博 久 

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 大阪府大阪市北区茶屋町18番14号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

  

  
 



当社取締役社長藤田博久は、当社の第５期第３四半期(自 平成25年10月１日 至 平成25年12月31日)

の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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